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○大深度地下の定義（法第２条） 近畿圏の対象地域（法第３条）

１．大深度地下使用認可制度の概要

首都圏、中部圏及び近畿圏の対象地域における大深度地下の公共的使用（道路事業、鉄道事業等の公共公益事業）に
ついては、使用認可を受けることにより事業者は事前に補償を行うことなく事業を実施することができる。

○大深度地下の使用認可の手続き（大規模な事業）
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大深度地下の公共的使用に関する特別措置法に基づく使用の認可の効果

※大深度地下使用法制定時における、近畿圏整備法に規定する

既成都市区域及び近郊整備区域の区域内にある市町村の区域



■大深度地下使用協議会の設置（第７条）について

＜協議会（運営：国土交通省地方整備局）＞
大深度地下使用協議会については、定期的に開催することにより、大深度地下利用に関する情報収集
の充実を図るとともに、必要に応じて事業者、関係市町村等に対する協議会への出席、資料提供、説明等
必要な協力を求める等、早い段階から個別事業に関する情報交換、個別事業間の調整を行うこととする。
また、関係事業者及び学識経験者の意見を十分に聴く等、適切な運用が行われるよう努めることとする
とともに、広く一般への公開に努めるものとする。

＜事業者＞
事業者は、事業を実施する場合には、構想段階等の早い段階から、他の事業者との間で、事業区域の
位置、事業の共同化等について、適切な調整を行うこと等により、施設の特性に応じた適切な配置、共同
化等の効率的な空間利用を図り、適正かつ計画的な利用を確保することが必要である。

＜事業を所管する行政機関＞
（法四条各号に掲げる）事業を所管する行政機関は、事業者から、将来の大深度地下利用に関する構
想・計画を調査し、大深度地下使用協議会等を活用してとりまとめ・公表する等、必要な情報収集・公開に
努めるものとする。

大深度地下使用協議会の活用(基本方針)

１．大深度地下使用認可制度の概要

公共の利益となる事業の円滑な遂行と大深度地下の適正かつ合理的な利用を図るために必
要な協議を行うため、対象地域（首都圏、近畿圏、中部圏）ごとに、国の関係行政機関及び関係
都道府県により、大深度地下使用協議会を組織する
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■使用認可権者（第１１条）

１．大深度地下使用認可制度の概要

（１） 国土交通大臣の認可
①複数の都道府県にわたる広域的な事業
②国又は都道府県が事業者となる事業

（２） 都道府県知事の認可
上記以外の場合

１： 事業が第四条各号に掲げるものであること。

２： 事業が対象地域における大深度地下で施行されるものであること。

３： 事業の円滑な遂行のため大深度地下を使用する公益上の必要があるものであること。

４： 事業者が当該事業を遂行する十分な意志と能力を有する者であること。

５： 事業計画が基本方針に適合するものであること。

６： 事業により設置する施設又は工作物が、事業区域に係る土地に通常の建築物が建築されてもそ

の構造に支障がないものとして政令で定める耐力以上の耐力を有するものであること。

７： 事業の施行に伴い、事業区域にある井戸その他の物件の移転又は除却 が必要なるときは、その

移転又は除却が困難又は不適当でないと認められること。

■使用認可要件（第１６条）



■東京外かく環状道路(関越道～東名高速）

■神戸市大容量送水管整備事業
※平成17年8月事業概要書送付、平成19年3月使用認可申請書提出、平成19年6月兵庫県知事認可

出典：神戸市水道局 ＨＰ

２．使用認可処分事業等の概要

平成19年 1月 大深度法に基づく事業概要書送付

平成25年11月 使用認可申請書提出

平成26年 3月 国土交通大臣認可



２．使用認可処分事業等の概要
■中央新幹線（東京都・名古屋市間）

計画路線
山梨リニア実験線
駅

長野県

静岡県

山梨県

神奈川県

東京都

愛知県

首都圏事業区域：延長約３５km
（東京都品川区～町田市）

中部圏事業区域：延長約２０km
（愛知県春日井市～名古屋市）

岐阜県

平成26年 3月 大深度法に基づく事業概要書の送付（事前の事業間調整）


